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令和元年度 衣浦六市高齢者福祉担当課長 ・係長会議次第

1. あいさつ

2. 自己紹介

3.議題

4. その他

百時 ペ令和元年7月 12日（金）

午後 3時 30分～午後5時

場所 高浜市いきいき広場ホーノレ



令和元 年 度 衣 浦 六市高齢者福祉担当課長 ・係長会議 出席者名簿

市 ｜ 品名 ｜ l 係名 職名 ー I ？リガナ
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JZT-T悼 町長補佐 ! ヨコヤマシ，， 1ン・／

t 2 知古市 長寿介護課 1・ 横山純司 ｜｜ 2年3月

地域支援係 ｜ 係長 材r・. .f tオャ ｜ 
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グノレプ 主査 7＇／ト舟守利
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衣浦六市高齢者福祉会議 論番表

開 催年度 課長 ・係長会議 係長 ・担当者会議

2 8年度 刈谷市 知立市

2 9年度 安城市 －高浜市

3 0年度 知立市 西尾市

・．
令和元年度 高浜市 碧南市

令和2年度 西尾市 刈谷市

‘ 

令和 3年度 碧南市 安城市
，， 

I ・ー
令和 4年度 刈谷市 知立市

・．

令和 ’5年度 安城市 高浜市

令来日 6年度 知立市 西尾市
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平成31年度衣浦六市高齢者福祉担当課長・係長会議議題
各市提出議題一覧表

議題番号 議題内容 提出市名

議題1 避難行動要支援者名簿について 碧南市

誇題2 高齢者の孤独死対策について 刈谷市

． 
議題3 高齢者の移動手段について 安城市

議題4 要支援者台帳・避難行動要支援者名簿の取り扱い 西尾市

議題5 民間事業者等との高齢者の見守りにコいて 知立市，、

誇題6 紙おむつ等支給事業にづいて 知立市

議題7 ゴミ出し支援について 高浜市



議題1 避難行動要支援者名簿について
（提案市名：碧南市 ）
内
谷，.，...『

提
名簿作成は高齢介護課と福祉課（障害者担当）で対応し、自主防災会や民生委員等へ提供をし
ているが、具体的な活用方法や個別支援計画の作成には至っていない。各市の状況を参考にし案
たいため、名簿活用の具体策やどのように個別支援計画を作成しているか等、ご教示ください。’理

由
． ー ， ． ・P ’ 

'==' 
ヰヂ

玄宅自吉
. ' 

（提案市）

問 地域防災計画に基づき、自主ー防災会や民生委員等へ名簿は配布しているが、名簿活用方法は

市 配布先の判断に任せているのが現状です。．ー ， ． 

刈 当市では、長寿課と福祉総務課で名簿作成の対応をし、対象者から直接郵送により返送された

谷 調査票に基づいて調製された名簿を、消防署、警察署、民生委員4自主防災会へ提供していま
す。個別支援計画を作成している自主防災会もあるようですが、市全体としての活用の具体策

市 や個別支援計画の策定には・至っておりません占‘

日ごろの名簿の活用方法としては、見守り活動、防災訓練、福祉マップ作成等に活用していま

女...... 『

す。また、要支援者占地域支援者の交流会を行っている地域もあります。
個別支援計画は、当市の様式が同意書葉個人台帳となっており、これを個別支援計画と考えて

城 l;、るため、 同意書を提出される際に必要事項を記入いただいています。また、同意書葉個人台

市 帳め写しを自主防災組織、民生委員へ配布しているので、地域で‘会議等が行われた後、地域支
援者が追加されることもあります。修正等がある場合は、市へ連絡していただくようになっていま
す。

西 名簿作成は長寿謀と福祉課で・行っており、年度当初に開催される自主防災会議や地区の民生

尾
委員↑お議会の定例会で同意者名簿を提供しています0 ' ' • 

今年度、危機管理課が個別計画の作成を自主防災会へ依頼予定。
市 個別の自主防災会で名簿からの独自個別支援計画を作成している事例はある。

全日 ． 
..L. 名簿の作成は福祉課が行っています0..町内会に名簿を提供し、任意で対象者の状況等を詞査
ムLをしているとのことです。個別支援計画は作成に至っていないそうです。
市

~』ー

地域福祉グループが名簿を作成し、町内会、まちづくり協議会、民生委員に配布し、各地区の実
恒 1

情に応じ、避難訓練の安否確認等に活用いただいている。個別支援計画については、支援が必j兵
要と思われる方l二対し、保健師やケアマネージャーから登録を勧奨すーるとともに作成についても

市 支援していただいている。



議題2高齢者の孤独死対策について
（提案市名 ：刈谷市 ）
内
F谷－『 昨年度刈谷市内で一人暮らし高齢者の死に誰も気づかず、数か月経過した後に発見された
． ケースが数件あり、新聞にも掲載されまじた。
提 高齢者実態調査L福祉電話を．利用した民生委員による家庭訪問や声の訪問、新聞販売店など
；三H守戸h電『~ との高齢者見‘守り協定による安否確認などを行っていますが、今後一人暮ら・しの高齢者が増加
理 していくことを踏まえ、各市でどのような対策を行い、また、考えられている．かをご教示いただきた
由 く提案いたします。
等

-~ I民生委員による高齢者実態調査、緊急通．報シ又テム貸与（コールセンターから毎月 1回の伺い
若｜電話あり）、見守り協定締結事業所による安‘否確認なと、を行っています。また、配食サービスに

！南｜おける安否不明時の対応について、従来は配食事業者からの連絡により市が緊急連絡先へ連
市｜絡していましたが、今年度からは利用決定時に配食事業者へ緊急連絡先や担当ケアマネを知ら

Eせることとし、配食事業者が連絡する役割を担うこととしました。．

メlj
谷｜（提案市）

市

地域住民による見守り活動をすべての町内福祉委員会で実施Lています。対象者の隣近所の
ー 」 E方が見守り支援をしているため、見守りの頻度が高くちょっとした異変に気付きやすい特徴があ・
女｜ります。また市が締結している高齢者見守り事業者ネットワークのほかに、社会福祉協議会が生

E 城｜活支援・見守り協力店事業を実施じており、地域に根差した小売店や支店を重点的！こ登録して
市｜もらっています。現在約600店舗の協力店があり、随時登録を進めています。公助と互助を合

1わせ、重層的な見守りを実施することが重要だと思いますが、自助を高めることも必要だと感じ
ています。 ． ・＼

1・民生委員によるシルバーカード調査と調査結果に基づく定期訪問。
西卜緊急通報システム設置事業。
尾 卜配食サービス事業。
市｜－地域包括支援センターによる73歳訪問。

1・高齢者亮守り事業（民間事業者連携）

始｜当市におきましては、高齢者実態調査に基づく民生委員の見守りのほか、宅配給食、緊急通報
ー ｜装置等で見守りを実施しています。また、新聞配達店、ガス事業者、郵便局と協定を締結し、高
話｜齢者の見守りを行っています。今後は、老よクラブの友愛訪問、包括への独居老人結果の情報

｜共有等を検討しています。

__,_ I当布では見守り協定は締結していません。．．
高｜独居高齢者等見守り推進の派遣（概ね週1回、シルバー人材センター伐の委託）と民；生委員に
j兵｜よる独居高齢者への家庭訪問が主となります。議題5と重なりますが、新聞が数日分溜まってい
市｜ると新聞店から連絡をいただくこともあります。見守りを拒否される独居高齢者に対し、どのよう

＇！二安否確認を行うか、当市でも 模索しているところです。



議題3 高齢者の移動手段について
（提 案 市名 ： 安 城 市 ）

内
容
． ( 1 ）鉄道、名鉄パス、各市において運行しているコミュニティパスのほかに、現在どのような移動
！提 サービスがありますか。
；三d声R園L、(2）今後、移動サービスを拡大してL＇く考えはありますか。 ．

理
由
寺

主皇I( 1 ）下肢、視覚障害等のため、 一般の交通機関を利用することが困難な高齢者（所得制限あり）
主 ｜を対象として、週1回、医療楼関もしくは公共施設へ福祉車両で無料送迎する外出支援サービスiiを実施山ます。まだ、 2事業所が福祉有償還送を行つτいます。

I C2）現在のところ、移動サービスの拡大予定はありません。

( 1-)公共施設連絡／＼スは市内！こ6路線あり、無料で利用できます。要支援1以上で市民税非課
刈｜税世帯の65歳以よの在宅の方を対象に、高齢者タクシー料金助成利用券を配布し、介護認定
ω ｜を受けている特殊車両の必要な65歳以上の在宅の方を対象l二、介護タクシー料金助成利用券

芸｜を配布しています。
1(2）生活支援・介護予防体制整備推進協議会でも高齢者の移動手段の確保は重要な課題であ
ると認識していますが、具体的に進めている話はないのが現状です。

（提案市）
( 1 ）高齢者外出支援サービス事業として、福祉タクシー（車いす・ストレッチヤー乗車専用タク’

＃｜シー）の運賃助成事業、及び75歳以上高齢者のあんくるパス無料乗車制度を実施しています。
二Ic2）本市のコミュティーパスであるあんくるパスが不便であるという声が多いことから、市長から、
主 ｜特に高齢者に対する移動支援策を検討するよう指示を受けτおり、現在、庁内関係部署（企画

｜情報課、都市計画謀、高齢福祉課）において検討を始めたところです。
今のところ、デマンドタクシー（I＼ス）や一般高鈴者向けのタクシー料金助成などを想定してし1ま
ー」．． 
9。

西
尾
市

( 1 ）・高齢者タクシー利用支援事業
在宅で世帯員全員が75歳以上で介護保険の所得段階が1から7段階の方。
また、自動車を保有しておらず、自動車税や軽自動車税の減免も受けていないなどの条件も
あり。1ヶ月あたり500円の助成券を3枚交付。
対象者を独居高齢者から高齢者世帯l二拡大したことで利用者が急増し、 H30年度に助成枚

数を1ヶ月あたり4枚から3枚に変更しています。
－デマンド型乗合タクシー「いこまいか－J
1回300円で自宅から最寄りの駅やバス停までの移動に利用可能。 今後コミュニティパスが
ない地域などでは地域の店舗、病院等への移動も可能としていく予定。

• I (2）高齢者タクシーの申請者は年々増加しており、今年度の申請者はすで！こ昨年度を上回って
います。このような現状を鑑みますと、高齢者タクシーの拡充は難しいと思われます。上記のいこ

まいかーの拡充は予定しています。

(1)高齢者外出支援サービス事業として、特殊車両タクシー（車いす・ストレッチャー乗車専用タ

奈川クシー）の運賃助成事業、及ひ（75歳以上の人にコミュ二テイ／＼スの無料乗車の事業を実施して
ー」｜います。
斗Ic2）コミュニティパスを利用することが困難な高齢者がおり、介護タクシーやミニパス以外の移動
巾 ｜手段を調査しておりますが、当市の現状及び財政上の問題等から当市に合う移動手段が見つ

からないのが現状です。ー

宣 IC1）車いす等を利用されている市民への外出支援サービス事業として、車いす、ストレヅチャ一対
1白｜応車両で運転手が送迎する「ふれあいサーピ：ス事業」、草いす対応車両の貸し出しを社会福祉
＇戸 I協議会に委託して行っています。
巾 I(2）今後については、まだ具体的なものはありません。

r 



議題4 要支援者台帳・避難行動要支援者名簿の取り扱い
（提案市名 ：西尾市 ） .. 
内
容

提
；三，R戸~c司

理
由
等

(1）避難行動要支援者の対象者。
(2）避難行動要支援者への個人情報の同意はどのようにしているか。
(3）同意書の様式があればご提示願いたい。
(4）民生委員との関わり方
(5.）その他苦慮、していること。
•, • • ・．’ 

・．

(1）①高齢者実態調査にてひとり暮らしもしくは高齢者のみの世帯として登録されている方
②要介護3から5までの方
③身体障害手帳の1級または2級の方
④精神障害者保健福祉手帳の1級または2級の方
⑤療育手帳のA判定またはB判定の方

主皇｜ ⑤移動に介助を要する療育者の方
与｜ ⑦その他本λの申し出のあった方
主｜ω市より対象者へ調査票兼同意書を送付し、意向調査を行っている。

I (3）別添のとおり
(4）高齢者実態調査の実施直前に調査票兼同意書を送付しており、訪問時に対象者より質問等
があった際は、－対応して提出を勧奨するよう依頼している。また、調査票兼同意書等で既に市が
把握して．いる情報に変わりはないか確認するため、民生委員lこ3年！こ1度同意者の自宅への訪
問を依頼している。 － 
(5）避難行動要支援者名簿の具体的な活用方法、個別計画の策定。

( 1)次の項目①～⑦のいずれかに該当する方
... .－，，.ー山ーー・.... 且 ... ,.- ＿.＿一一...~ .. ー． ．‘由「ー ー・’ヨI, __ ...＿.一一…・・・4 ••• ＂‘＇ ． 
①7-0歳以上の単身高齢者、②80歳以上のみで待成する高商事者世帯、＠在宅ねたきり・認知症高齢者見舞金受給者、＠

刈｜ 要介護3から5の肢を受けている方、＠身障l級並びに下院時、視覚及時党の端的、⑤療れ判定の方、⑦精

・谷｜神！？？ヂ
市I<2）調査票兼同意書へ署名

l-(3）別紙のとおり ・

(4）避難支援等関係者のーっとして、名簿を提供
(5）案内文や調査票の文章がわかりにくいとの声

( 1）ひとり暮らし高齢者、認知症高齢者、 寝たきり高齢者、要介護3～5、肢体不自由者1～3
級、視覚・聴覚障害者1～2級、知的障害者A判定、 精神・発達障害者1級、難病患者（身体障害

｜者手帳第1種）、その他市長が認める者
rt;!l(2）昨年度までは、年に1回名簿を更新し、民生委員に調査依頼をしていましたが、今年度から

.M>Iは年！こ2回（6月、 12月）名簿を更新し、新たな対象者へは郵送で案内する方法に変更しまし

一一
市｜（言。）見lj添のとおり

,, I (4）情報提供に同意された方には、 救急医療情報キットを民生委員からj度していただいていま
す。また、日ごろの見守り活動に名簿を活用していただいています。
(5）特にありません。

－（提案市）
(1) 75歳以上の一λ暮らしの高齢者（市が実施する高齢者調査の登録者）．

' 要介護認定3以上の者
西I身体障害1～2級の者、知的障害A判定の者、精神障害1級の者、難病患者
ー ｜ その他支援を必要としている者（老夫婦世帯、 老々介護世帯など）

l 需 ｜（州象者へ同意確認書を郵送している。
I (3）添付のとおり。
(4）民生委員へ74歳以上で住民票上の一人世帯を訪問し、 実際の居住実態を把握してもらっ
ている。
(5）名簿の活用方法や全件名簿の開示条件が未決定のまま運用されている。



( 1 ）平成27年4月に避難行動要支援者名簿を作成しました。対象者は別添資料1のとおりと
• なっております。

知Ic2）別添資料2を郵送し、同意を得ております。
立IC3）別添資料2のとおり
市｜仏）避難支援等関係者として避難行動要支援者名簿を提供している。

’（5）別添資料3の調査票を利用し、町内会に調査を実施してもらいたいが、負担面を考慮し、任
ー’意としている。

( 1 ）①高齢者（75歳以上の単身、または高齢者のみ世帯）
②要介護3以上認定者

ーl ③身障手帳1・2級、 療育手帳A・B、精神手帳1級所持者
高｜ ④難病患者
j兵｜ ⑤上記以外の市民で要支援と認めた者
市 Ic2）同意書を提出いただいている。

I (3）別添参照
(4）民生委員に担当地区分の名簿を渡すとともに訪問時に制度説明及び同意書を徴収いただ
けるよう業務委託契約を取り交わしている。



議題4関係資料

． ． 

－ 

e ・ －

， ． 

・ ・．



‘ , 

避難行動要支援者調査票兼同意書 0000 

避難所 民生委員 自主防災会。。 。。 000区自主防災会

住所
愛知県碧南市00町00丁目00番地

氏名
・00 。。 避難支援等を必要とする事由

電話番号 高齢者世帯

（自宅・FAX) 
00.-0000 

．（携帯）
生年月日 昭和00年00月00日

性別 。。
1 緊急連絡先

緊急連絡先となる方（子供や兄弟など）の氏名 ・続柄・電話番号をご記入ください。

｛自宅・ FAX) 

氏名 続柄 電話番号． ｛携帯）

｛自宅・FAX) 

氏名
．－ 

続柄
． 

電話番号 ｛主著者干）

2 災害時における外で、の移動手段iこついて、あてはまるものにOをつけてください。

①自立（杖などを使わずに工人で移動できる） ②杖使用 ③ジノレバーカー （手押し車）等使用

④車いす使用 ⑤ストレッチャ一等使用（ねたきり）⑥その他

3 その他（身体状況 ・必要機材等） ・ご記入ください。

避難行動要支援者は、避難支援者（地域等）への情報提供に同意することにより、避難支援者から
災害発生時における避難行動の際の支援を受ける可能性が高まりますが、避難支援者自身や家族など
の安全が前提のため、同意によって、災害時による避難行動の・支援が必ずなされることを保証するも
のではなく、また、避難支援者は、法的な責任や義務を負うものではありません。

上記を理解し、避難の支援、安否の確認、その他の生命またほ身体を災害から保護を受けるため、
上記の内容を碧南市地域防災計画に定める避難支援等関係者に提供することに、

口 同意します。

口 施設等に入所しているため、情報提供は必要ありません。

口 趣旨を十分に理解したうえで、－同意しません。

令和 年 日

~ C※自暑の場合は押印不要）

｛本人との関係 ー ）］ 

※同意の意思について、変更の申出がない限り自動継続とします。



避難行動要支援者調査票兼同意書

地区 高旦 基 道選亙

杢ム盆亙

杢ム~色 生年月日 性 ．別

宅
一

向ロ一
・

』
号一話一 強萱） 並立｝

1 緊急連絡先 ※子供や兄弟などなるべく血縁関係の近い親族をご記入ください。

緊急連絡者の名前、本人から見た続柄、連絡先をご記入ください。

（自宅）

氏名 続柄 電話番号
犠帯）

（自宅）

氏名 続柄 電話番号
（携帯）

2 災害時等における移動手段についてあてはまるものにOをつけて〈ださい。

①自立（杖などを使わずに 1人で移動できる。） ②杖・・シルバーカー（手押し車）使用

③車いす使用 ＠自力移動不可（ねたきり等）

⑤その他（

3 その他特記事項があればご記入ください。

避難行動要支援者は、避難支援等関係者※への情報提供に同意することにより、避難支援等関係者から災

害発生時における避難行動の際の支援を受ける可能性が高まりますが、避難支援等関係者自身やその家族－

の安全が前提のため、同意によって、災害時の避難行動の支援が必ずなされることを保証するものではな

く、また、－避難支援等関係者はく法的な責任や義務を負うものではありません。なお、同意の意思lζついて、

変更の申し出がない限り自動継続とします。

私は、避難の支援、安否の確認、その他災害かーら生命または身体の保護を受けるために、上記内容を刈

谷市地域防災計画に定める避難支援等関係者ピ提供することに、

口 同意します占

口 趣旨を十分に理解した上で、同意しません。

口 施設等！三入所しているため、情報提供は必要ありませんロ

令和年月

本人氏名

日
（代筆の場合l玄、本人氏名も忘れずに）

5包 企筆
（※自暑の場合は押印不要） （本人との関係

※避難支援等関係者とは、メU谷消防署、メJj谷警察署、民生委員・児童委員及び自主防災会等をいいます。



安城市避難行動要支援者名簿情報提供同意書兼個人台帳
安城市長
私－は、下記の内容を平常時から自主防災組織、町内会、民生委員、社会福祉協議会、地域包括支援セン

タ一、地域支援者に提供することに

口同意します。 口同意しません。
年 －月日

代理人住所

本人氏名 ・ 印 ・ 代理人氏名 ． 印（続柄 ・ ） 

自主防災組織 ・ ｜民生委員 電話
｜ 氏名

要支援者①高齢者（ ひとり暮らし・要介護・寝たきり・認知症）②日中独居高齢者③高齢者のみ世帯

④障害者（ 身体障害ー知的障害・発達障害・精神障害・難病 ）⑤その他（ ） 

電 話
住所 その他定絡先

(FAX、メールアドレス等）

フリガナ 性別生年月日 家族構成

氏名 男女－ 年月 ー 日 （本人含む。） 人

緊 フリカナ 続柄 電話番号
急 氏名 自毛 携帯 ・勤務先

3空5 ¢ 
絡
先 ~

災害時の避難予定場所（避難所）

①（第1候補） ②（第2候補）

特記事項

（必要な保健・医療・福祉サービス）

地域支援者6隣近所・福祉委員等）＂ 」※地域支援者了解のよでき石だけ記λしてください。齢
住所 住所

7氏リヵ名"t 世帯主 フ氏リカ名・ナ 世帯主

電話 電話

住所 住所
－ーーーーー’一一一一一一一一司ーーーーーー－－恒一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一司』ーー・・ーー一一一一一e一一一一一一一一一.一一一

フリカ．ナ 世帯主・ フリカ．ナ 世唯会少主
氏名 ・ 氏名 ・ 宵

電話 電話

この台帳に関する情報は、災害発生時に地域の援護により生命等の安全を図るもののほか、日ごろの支
援活動に利用するものであり、それ以外の用途に使用することや情報を漏らすことを禁止します。

作成 年 月 同 安城市長神 谷 学

変更 年 月 日 理由 福祉部長
廃 止 年 月 日 理由

整理番号 個人CD 裏面あり

問合せ先安城市役所 福祉部社会福祉課 電話76-11.11



緊急時連絡票 年 月 自作成

年 ー月 日更新

この用紙に記載されている内容について、自主防災組織、町内会、民生委員、 ｜本人または代理人の署名
社会福祉協議会、地域包括支援センター、地域支援者に提供するごとに同意しま
.... ー
ヲ。

※太枠内に記入または、ロにレ点をお願いします。・

口避難行動要支援者名簿情報提供同意書兼個人台帳と閉じ
フリガナ T笠見JJ 血液型 生年月日

氏名
． 

男一女 －
A ・ B 

年 月 日

本
0 ・AB

人 住所 ・ ー
、．

電話 自宅 携帯
．・

緊 氏名 続柄 －． 電話番号

=- 自毛 活帝 勤務先
，じ，

先限¢ 
、τと
ふこ三

続cg; 

※必要に応じて記入してくだ、さい占

普段の状態 口自立（良好） 口 一部介助 口全介助 ロマヒ（ ） 口人工透析

現病 －名
口高血圧 口 糖尿病 口 腎疾患 口肝疾患 ． 口心疾患

口呼吸器疾患 口 脳梗塞 口その他（

既往歴 ・
日高血圧 口糖尿病 口腎疾患 口肝疾患 口心疾患

口．呼吸器疾患 口脳梗塞
． 

口その他（

過去に大きな
病名（ 時期（

病気・手術歴

かかりつけ医 ' 市 ・ 町） 市 町）

かかりつけ 口安城更生病院． 口八千代病院 －口刈谷豊田総合病院

病院 口碧南市民病院 口その他（

利用する
電話

介護事業所 －． 

担当の 事業所名 ， 
口 要介護（． 

ケアマネージャー ー面白由曲ーーーーーー・・ーーーーーー・ーーーーーーーーーーーーー・・，－－－骨甲骨ーーー・，曲ー』『胃－－『ーーーー骨骨骨ーーー”’ 介護認定．担当者名 ・，
または －ー．ー－－ーーーーーーー．ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー’．ーーーーー・ー圃ーー曲ーーーーーーーーーー．』司’ 無 ・有

口要支援（相談支援員 電 話

（備考欄）

※定期的に更新してください。
※薬剤惰報提供書の写しなども併せて「安，1）キットJに入れてくださし吋



資料 l

知立市では、平成27年 4月に避難行動要支援者名簿〈以下「名簿」という。〉を

作成しました。

この名簿には、災害時や災害の発生のおそれがあるときにひとりで避難することが

困難であると予想される対象者（避難行動要支援者 ：裏面参照〉が載っています。

災害時に、避難行動要支援者は自ら避難することやその後の避難生活が困難であ否

ことが予想されますので、名簿の情報を地域で．支援する立場の人達〈避難支援等関係

者〉に提供することで、被害を未然に防いだりJその後の避難生活を良好にすること

が期待されます。

つきましては、この案内に同封の 「避難行動要支援者名簿の情報提供に関する同

意書Jc以下「同意書」という。〉の提出をお願いします。

記載例lごしたがって、記入 ・押印の上、周到の封筒で下記期日までにご返送くださ

，し1。

議趨：顛1薗！命組長言等 ⑤肩：：J:;f1 I麗！｛金》

／耳？一一一時司均一一中~~一一一一.；：－－＝－－－－＝~＝－＝一一zιー一一一ι f 一一＝一点、－

刺同震をすると、平常時か勾避難支援等関係者（町内会、自主 1
｜防災会や民生零員児誘員）が自宅訪町を実施する場

合がありますωで、地元でω共助ω輸が広がります。

＂＇~，－＝一一一一r一一一一一一一，::O:r.'－＇－＝一一一一一一一一一一一ザノ



資料1

〔避難行動要支援者名簿の対象者〕

. ( 1)ひとり暮らし高齢者どして市に登録されている人

(2）長介護認定区分が3から 5.までの’人（施設入所者を除く）

(3）要介護認定区分が2以下で認知症高齢者の日常生活自立皮 II以上の人（北設入所者を除く）

・（4）美介護認定区分が2以下で障がい高齢者の日 常生活自立反日以上の人（施設入所者を除く）

(5）身体障害岩手帳の交付を受けた人のうち、その障がいの程度が.1級から 3.妊までの肢体不自

ー由、 1級か告 6狂までの北覚障がいまたは聴覚障がいである人

(6）乗育手恨の交付を受けた人のうち、その障がいの程反がA判定若しくは B判定である人また ．

はこれと同程皮の障がいであるん

(7）精神障害者保健謁私手恨の交付を受けた人のうち、精神障害者保健桔私手帳による障がいの

程度が 1奴若しえは 2奴である人

(8）特定医系費の支給認定を受けた人で、失ロ立市から特定疾患九奔会のえ拾を受けている人

（~）そ‘の他え設を希望する人で市長がえ設を必美と認めた人

〔避難行動要支援者名簿利用のイメージ〕

高齢者や障がい者等

市で『避難行動要支援者名簿』を作成

｜平常時から町内会、自主防災会、

三塑竺まさ竺と」 待J瞬間専をちらキ♀：思表曙ぎ車内協同そ
I・. ~ 一号 － - ~ 

町内会、自主防災会、

民生委員 ・児童委員

市役所福祉課

－同意する

平常時に町内会、自主

防災会、民生委員 ・児

童委員に名簿情報を提

供し、災害時の支援体・

制の構築をします。

知立市役所福祉課障がい福祉係

－同意しない

平常時に情報の提供はされませ

んが、・災害時または災害の発生

のおそれのある時には避難支援

等関係者に情報を提供し、．支援

を行う場合があります。

。TEL  0566-95-0118 （直通） FAX 0566-83-1141 



様式第1 資料2

避難行動要支援者名簿の提供にかかる同意書

［提出先］知立市長様

避難行動要支援者は、避難支援等関係者への情報提供に同意することにより、 避難支援等関係者（地
域等）から災害発生時における避難行動の際の支援をうける可能性が高まりますが、避難支援等関係者
自身や家族などの安全が前提のため、同意によって、災害時の避難行動の支援が必ずなされることを保
証するものではなく、また、避難支援等関係者はL法的な責任や義務を負うものではありません。

止記の内容を理解し、避難の支援、安否．の確認、災害から保護をうけるために、 下記内容（氏名、生年
月日、性別、住所、障がい種別等の内容、連絡先等）及び障がい名や病名等を、避難行動要支援者名簿
に関する要綱に定める避難支援等関係者に提供することに、

口同意します

口趣旨を十分理解した上で、同意しません。

令和． 年 月 日 氏名 正f]

入会山る 入会山ない ｜ 町内会名

氏名

－生年月日 昭
明

平
大

年 月 日 ｜ 性別 ｜ 自
力 女

住所

ロひとり暮らし高齢者として市に登録されている
口要介護認定受けている要介護認定区分：
口身体障害者手帳を所持している 障害名（ ）等級．（ ）級

避難支援等を必要と｜口療育手帳を所持している ． 判定：（ ）・判定
する事由 ｜口精神障害者保健福祉手帳を所持している等級：（ ）級

口特定医療費の支給認定を受けた者であり、知立市から見舞金の支給を受けている
口その他（理由： ー

電話番号 FAX番号

携帯電話番号 メールアドレス

緊急時の連絡先1
住所

氏名 続柄等（ TEL 

住所
緊急時の連絡先2

氏名 続柄等（ ) TEL 

避難支援者
近隣にお住まいの方であり－災害時の避難支麗を干すうていただける方で、直接本人もし
くは本人の家族等から依頼を受付、避難支援者として登録することに了承した者

住所
避難支援者1

1・避難支援者2

名
一
所
名

氏
一住

氏

TEL 

TEL 



5 
｜宇旦当民生委員｜福祉 太郎 l長篠町

避難行動要支援者調査票 （平成28年度）

フリガナ 7イネスタロウ ・ ・． 性別 調査結呆...........『・ー’・ーーー.....．【’ 
氏 名 アイネス 太郎 ・ ・ ． ・ 男

ひ主介鐸約義護暮皇し雲齢者要認、 区 3～5

住所
愛知県知立市長篠町大山 l番地 1- l - l 要要身 区区分分~以以下下認障知害症高齢高齢者者

‘ 

生年月日 平成20年 7月16日 iii帳11!1 
電話 0 5 5 l 2 3 4 5 6 . 7 0 9 0 1 2 3 4 5 .6 7 8 0 I 2 3 4 5 6 7 8 9 その他

氏 名 住 所 続柄 電 話

テストイチタロウ 兄 07012345678 
H・・・・・・・・・－・・H ・ーー..............・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・......・・・・・ーー 0709999999 
テス ト 一太郎 コーポテストレジデンス .l O 1 ・2 3号室

9999999 
緊 テストコ テスト市福祉町 26丁目26番地 26号 孫（男） 050050050050 
告’巳d、・・・・・・－・－・・・・・・・・・・・・・・・・・日H........目.....，帽...・・・ ・...叫・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12345678901 
連 テス れ 子 99999999 
絡 ． 
先

－－－…“一…ー…一一－－．，，．．．．－－－－－一・・・・，，，....一一一…ー…一一一 ． 

氏 名 住 所 続柄 電 話

アイネスタロウ テスト 区テ：叉ト町一丁目 l7番23号 知人 ・友人 0日012345678’....’H .,  －－－－－ーーーー・・・・・・－H・H’－・・・・ H ・H骨，，.............・・....．ー•••u •-•• •• 

アイネス ．太郎 テスト コーポ lO 1号
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普段居る部屋、寝室の位置

不在時の目印、避難済の目印など

避難場所等情報

二次避難所 （福祉避難所）の必要性の有無 口有 口無



避難行動要支援者同意書

フリガ71
氏 名

｜明治

生年月日 大昭和正
年

性別 男 ． 女
月 日

平成
、

｛主 所
高浜市 町 丁目 番地

口介護保険の認定を受けている 要介護状態区分
． 

口手帳所持 障がい名 等級

避難支援等 口その他 ・－ ー，

を必要とす｜
る事由 〔特記事項〕

． 、

電話番号 l
携帯電話番号 ｜不一j印ドレス

避難行動要支援者は、避難支援者〈町内会、まちづくり協議会等〉への情報提供に同意す
るこιにより〈避難支援者から災害発生時におげる避難行動の際の支援を受ける司能性が高
まりますが、避難支援者白書や家族等の安全が前提のため、同意によって、災害時の避難行

．動の支援が似すなされることを保証するものではなく、また、避難支援者は、法的な責任や －
義務を負うものではありません。

上記の内容を理解し、避難の支援、．安否の確認、その他の宝命又は皐体を災害から保護を
うけるために、 上記内容及び障がい名や病名等を、高浜市地域防災計画に定める避難支援等
関係者に提供するごとに、

口
口
己

同意します

趣旨を十分理解した上で、同意しません

同意するかしないかを判断するために、市からの詳細な説明を求めます

！
i
 

l
 

令和 年 月 日

氏名

※同意の意思について、変更の申出がない限り自動継続とします。

※避難行動要支援者情報を作成するため、避難支援等関係者等が訪問調査を行いますの
で、その際はご協力ください。



議題5 民間事業者等との高齢者の見守りについて
（提案市名： 知立市 ）

． 

内
本市では民間事業者等と協定を結び高齢者の俳佃等をみかけた場合に連絡をお願いしており

谷F占『 ます－。他市の状況をお伺いします。

． 
.< ., ）民間事業者等との見守りに関する事業を展開していますか

提
(2）実績はどの程度ありますか？ ・

案
(3）どのような時に連絡をしていただくか基準がありますか？

理
由

(4）連絡を受けた場合の対応はどのようにしていますか？
(5）連絡してくれた事．業者へのフィード／＼ックはどのようにしていますか？個人情報をどこまで伝

生T主T 

えて良いか判断lご迷うことがあります。

( 1 ）あり（平成28年度から開始）。
.(2）協定数 53事業所（平成30年度連絡数 5件）

＝白／3）見守り協定では「異変又は支援を必要とする」ことに気付いた際としています。
若 I(4）シjレ／＼ーカードで家族の連絡先がわかれば、家族に状況を確認して見に行ってもらう。その
南｜他、介護保険利用者であればケアマネへ連絡し、状況）ご応じて市－・包括職員も現場へ出向いて
市｜います。在宅介護支援センター、民生委員等で状況把握している人がいないかの確認も合わせ

Eて行っています。 ー ． ・

(5）連絡してくれた事業者へは安否確認の結果｛死亡、入院中、外出中等の最小限の情報）を
伝えている。

(1)新聞販売店、生活協同組合、牛乳販売店、郵便局等と、刈谷市、刈谷市社協で高齢者見守
り活動lこ関する協定を締結しています。
(2）平成30年度実績で新聞販売店から10件ほど‘新聞がたまっているなどを理由に通報を受け
ました。

I （与）協力事業者が、業務活動中に異変に気づいた場合市に通報するものとし、 異変か否かの判
刈｜断は協力事業者の裁量によるものとい通報の有無、誤報については責任は負わないものとじ
谷｜でいます。
市 I(4）警察、包括等関係機関から当該者に関する情報を得るとともに、長寿課職員、必要に応じて

E警察、民生委員、包括等に同行をお願いし、現地調査を行います。また、社協に情報提供を行い
ます。
(-5）可能な範囲（特（こ基準はありません）でお礼とともに調査結果の報告をします。新聞販売店
の場合、入院や親せき等別の場所にいることが分かったケースは、安否確認がで‘きた旨伝え、
’亡くなられでいた場合、その旨伝えました。

( 1）あり（平成28年度から開始）
(2）協定数 39事業所（平成30年度連絡数19件、市で把握分）
(3）事業所にお任せしています。異変が疑われるポイントを手引きで示し、対象者の様子が以前

.----. Iと違う、ちょっと気になると感じたときに通報してもらっています。
女 I(4）一人暮らし登録している方であれば、緊急連絡先に連絡します。ほかに介護保険の利用者 1 I 

城｜であればケアマネに連絡、それー以外の方は担当．の地域包括支援センタ－Iこ安否確認を依頼、 I 、
市｜社協、民生委員、福祉委員会の情報を集約し、訪問が必要な時は地域包括支援センターの職

’員、必要に応じて市職員が行います。
(5）通報してくれた事業所には必ず‘フィード、バックしますが、 亡くなってい．る場合や詳細をどこま
で伝えていいのか迷います。新聞など配達を止める手続きは家族がすることなので、その時に
家族から事業者に伝えて欲しいと伝えています。 ．． 



( 1 ）.あり（平成25年度から開始）。
西Ic 2）協定数 58事業所 （平成30年度連絡数 0件）
目 IC3）各事業所の判断にお任せしています。
言｜（伺生委員や地域包括支援センターと連携して、速やがに生活実態や健康状態、経済状態、

｜親族関係等の調査を行い、必要な相談・支援をします。
(5）通報をいただいた事業者には、調査や相談・支援の結果等は原則としてお知らせしません。

（提案市）
( 1 ）あり（平成29年度から開始）。
(2）協定数 52事業所 （平成30年度連絡数 151件）

I (3）各事業所の判断にお任せしています。
知I<4）介護保険利用者であるか確認し、利用者であればケアマネへ連絡。利用者でない場合は市
立｜職員が安否確認を行う。事前に地域包括支援センター、在宅介護支援センターL民生委員等で
市｜関係Lている人がいなし1か確認。

’（5）連絡してくれた事業者へは安否確認の結果を必要に応じて伝えておりますが〉入院等で家
を留守にしていた場合など、どこまで伝えて良いか判断に迷うことがあります。本人や家族から・
連絡してもらうことが原則と思いますが、新聞などの配達などをとめて良いかと事業者から聞か
れることもあります。

( 1)協定の－締結はありませんが、新聞が数日分溜まってし＼る場合に新聞店から連絡が入ること
があります。 ー

宣 I{2）昨年度新聞店から3件連絡をいただいてい害す。
lロIC3）基準はありません。
JヂIC4）カルテ等確認し、ケアマネや生保cw等関係者がいる場合は現状の確認を行う。それでも不
巾 ｜明な場合、家族への連絡や、関係者・市職員による現地への安否確認を実施。

(5）安否確認の結果については必要に応・じて有っていますが、 詳細や新聞の配達中止の連絡
は本人や家族から行ってもらうようにしてドます。
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、

安城市高齢者見守り事業者ネッ トワーク事業手引き

｛事業の目的｝

高齢者人口が増加していく中、社会から孤立する恐れのある高齢者を早期に行政

等のJ支援につなげることで、地域福祉の向上をはかることを目的としています0.

事業者の皆さんが通常業務中に異変を発見した場合に市へ連絡していただく事業

です。

［異常発見から安否確認までの流れイメージ］

｜協力事業者｜（（業向日 －

t!,..'; 

・司、 ----, 
※事業者としての安否確認も

お願いします

異変が疑われる場合

連絡

異変が疑われる場合 ( 

連携

連 絡 ‘ l ｜ ｜ 
ヘ 卜 ｜社会福祉協議会 ｜ 

－協力事業者の皆様が、自らの業務に支障のない範囲で、業務活動中の異変に気づ

いたときに、連絡をお願いするものです。※義務付けでありませル。

・明らかに異常がある場合は警察文は消防に連絡してください。

［通報者への配慮1
・市はJ通報者に関する情報（事業者名、氏名、連絡先など）については、見守り

活動に関する事務のみに使用します。

．・協力事業者は、通報に誤りがあった場合、または通報を行うことが出来なかった

場合で・あっても、生じた問題にその責任を問われないものとします。



｛異変が疑われる事例］

配達等で自宅にて気づくポイント

。新聞 ・牛乳など．の配達物が、何回も取り込まれずにたまっている。

0 何回も姿を見かけない。

く〉日中なのに、玄関や室内の電灯が点いた状態が続いている 0

．。雨戸やカーテンが閉まったままの状態が続いている。

く〉昼でも電気がついたままになっている。

。 同ι洗濯物が干されたままの状態が続いている。

〈〉ペッ トの様子がいつもと異なる。 （衰弱、凶暴化している等）

．ご本人の様子で気づくポイント

く〉 極端！ヒ痩せている、体や服が異常に汚れている、顔ー色が悪い、生気が

ない、不自然なケガやアザが見られるなど （－以前と比べて．）本人の体の

状態が不自然である。

。季節lご合わない不自然な服装で過ごしていたり、つじつまの合わない

話をするなど（以前と比べて）明らかに状態がおかしい。

。 何度も同じことで窓口に来る。

．く〉何度も同じものを買いに来る。

。お金を支払う ことができない様子がうかがえる 0 ・

0 財布、通帳等を盗まれたと人を疑う。

※高齢者宅への訪問時やお店などに来られた時、；上記ポイント例のよう

に高齢者の様子が以前と違う、ちょっと気になることがあると感じた場

合は、市役所高齢福祉課地域支援係にご連絡下さい。

［連絡窓口］

※緊急の場合は、警察署 ・消防署に通報してください。

｜平成29年 4月作成｜



議題6 紙おむつ等支給事業について
（提案市名：知立市 ）
内
谷円占『 当市において、紙おむつの支給事業は地域支援事業交付金の対．象事業として実施しています

が、 令和3年度から交付金の対象外となることが予想されます。交付金の対象外となった場合、

提 次のいずれのやりかたで実施することを考えられているのかご教示くださいー
・一般会計または一般会計からの繰り出し金による事業5‘且ー『

コホ之
－市町村特別給付による事業

理
－保健福祉事業

由
七士
ヰF

碧 ｛也の事業費で交付金算定の上限に達しており、従来より交付金の算定経費に含めていなかった
南 ｜ことから、今後の対象経費参入は不可とのことであったため、今年度より一般会計の事業として
市｜実施しています。

刈｜
公1メlj谷市在宅ねたきり・認知症高齢者見舞金受給者で、常時おむつを必要としている・方を対象

引 に 高齢者おむつ費用助成利用券を交付していますが、 一般会計で事業を行っています。

｜・本 市では現在3千万円の事業費に対し、任意事業の上限額いっぱいまでの1500万円を充当
し、残りは一般会計からの繰り出し金で処理しています。今後交付金対象外になった場合は、全
て一般会計泊、らの繰り出し金で処理する予定です。

安 ｜なお、 構想レベルですが、保険者機能強化推進交付金が1500万円ほどであり、その用途が現
忌 ｜状ではふさわしいものが無く、基金の積み立てに回り、結果として1号保険料のわずかな値下げ
引 につながるだけですので、市町村特別給付とすることにより、市の負担を増やさず、推進交付金

lを充当できるのが理想だと考えています。
但し、本市の現状の事業で、は要介護者本人への支給では・なく、在宅介護をする家族への支給と
なっていることから、新たなスキーム構築が必要です。
なお、現状では本市において市町村特別給付で実施している事業はありませル；

西j30年度のおむフ支給事業の受給者は51件
日 ｜本市も地域支援事業交付金；の対象事業として実施していますが本事業が交付金の対象外に
宗 ｜なったとしましても現在、 事業を廃止する予定！まありませんので、一般会計で事業継続すると思

｜われます。

知 ‘

立｜（提案市）

市

紙おむつの支給事業そのものを高浜市では実施しておりません。
富 ｜当事業に代わるものとして「居宅介護支援券」の支給を実施しています。要支援者または要介護
ごFiI者で施設に入所していないものが対象で、対象者は申請をすると介護度に応じた金額の支援券

言 ｜を1害｜
｜支援券は、市に登録されている市内店舗で使うことができ、主に紙おむつの購入や理美容サー
ビス利用（！），際！こ使うことができます。



議題7 ゴミ出し支援について
（提案市名 ：高浜市 ）

内
容
． 身体機能や認知機能の低下によってゴミ出しが困難になった高齢者への支援について各市の

提 取り組みをご教示ください。

案 当市では、現在各町内会独自で支援をご検討いただいているところです。

理

由
寺

日常生活に支障のある方の資源ごみのご、み出しについては、「軽度生活援助（ウエル爪ルプ）J 
－ 牛 I事業でシルバー人材センターに委託してー実施しています。ただし、 資源ごみの分別は行わず、ご
幸喜｜み出しのみです。また可燃ごみ・は対象外ですのでそれらのことは（ルパーさんにお願いしても

南｜らっています。
市｜利用できる方は、事業対象1者、要支援認定者、要介護認定者のみの65歳以上のひとり暮らしま

1たは65歳以上のみの世帯！です。
利用料は1時間あたり200円（介護保険料減免者は免除）となっています。

ごみ減量推進課にて下記支援を行っています。
〔ごみなどの戸別収集］
．下記の要件に該当するごみ出しの困難な世帯について、週1回、市職員が玄関前で戸別収集し
ます。ごみが排出されていない場合は、声掛けし、安否確認を行います。支援対象者かどうかー

は、申詰により調査審査のうえ決定します。
①歩行困難などで、ごみを自力で排出することが困難

刈 ｜②親族や近隣在住者などの協予防こ匂堅人
伶 ｜③要介護1以上もしくは身体障舌者手帳与との父付乞受けている方のみの世帯または病気、ヶ －;1・ガなどにより一時的に支援が必要な単身世帯であること

｜［粗大ごみの搬出補助〕
粗大ごみの戸別有料収集制度の利用者のうち、下記の要件に該当する場合、市職員が屋外へ
の搬出支援を行う。支援対象者かどうかは、申請により調査審査のうえ決定します。
①粗大ごみを屋外まで自力で搬出することが困難
｜②親族や近隣在住者などの協力を得ることが困難
！③要支援認定・要介護認定もしくは身体障害者手帳などの交付を受けている方のみの世帯また

｜はそれに準ずる程度の単身世帯である三と

ー」 E町内会単位への補助金が3万円／年あり、ゴミ出し等の生活支援サーピ‘スを行っている団体が3
安｜団体あります。そのほか、別の補助金で生活支援サービスを行う団体に対し、要支援者1人当た

城 ｜り500円／．月の補助をしだおり、5団体が利用しています。なお、総合事業の訪問サービスに位

市｜置付け、地域支援事業交付金の対象としています。
l課題として、 なかなか担い手がいないということがあります。

にこやか収集（ごみ減量課で実施）
西｜内 容：家庭から排出される・ごみ等を所定のごみステーシヨンまで持ち出すことが困難な高齢

｜ 者や障害者等の世帯に対して、週1回市が個別に玄関先まで収集に行く。
尾｜高齢者 ：65歳以上で、介護認定を受けている一人暮らしの世帯
市 ｜可燃ごみ：「にこやか収集シールJを貼ったバケツに入れる。

l不燃ごみ：指定のゴミ袋に入れる。‘

資 源物：それぞれの品目毎に分別するよ



矢口 「介護予防・日常生活支援総合事業」の中の訪問型サーピ、スAにおいて1回60分以内（有料）で
．」ー・ 支援をしています。シルバー木材センターに委託して実施しております。
~ 

訪問型サービスBが2団体あり、市民からの依頼に応－じている。包括にサービスBのチラシがあ
市 り、必要時包括から案内をしている。

同Eコ ・

浜 （提案市） ． 

市
． 
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安城市高齢者地域生活支援等実施団体活動支援事業実施要綱

（趣旨）

第 1条 この要綱は、安城市高齢者地域生活支援促進事業実施要綱（平成 27年 7

月 15日施行）第2条第 1項第2号に規定する高齢者地域生活支援等実施団体活

動支援事業について、安城市補助金等の予算執行に関する規則（昭和 39年安城

市規則第 16号。以下「規則Jという。）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。

（事業内容）

－第 2条市長は；この要綱に定めるところにより、

の活動を支援するため補助金を交付する。

高齢者地域生活支援等実施団体

（補助対象団体）

第 3条 補助金の交付の対象となる団体は、次の各号のいずれにも該当するものと

する。

( 1 ）安城市内で活動する団体であること。

( 2) 暴力団等との関係を有しない団体であり、政治活動、宗教活動又は営利を目

的としない団体である こと。

"( 3 ) 団体の規約、会則等（以干「規約等」 という。）で、 その組織及び運営に関

する事項が定められ、代表者が明確であること。

( 4) 法人市民税の課税対象である団体の場合は、市民税の申告を行い、安城市税

ーを滞納していないこと。

（補助対象活動）

第4条補助金の交付の対象となる活動（以下「補助対象活動Jという。）は、 団

体 自らが主催及び運営をし、別表第1に掲げる日常生活支援活動叉は通いの場活

動を通して、高齢者を地域の中で見守り、支える活動とする。

（補助金の額等）

第5条 補助対象経費及び補助金の額は、補助対象活動の種類に応じ、別表第2か

ら別表第4までに掲げるとおりとする。ただし、補助金の額は、補助対象経費か

ら利用者負担金その他の収人を控除した額を限度とする。

.2 補助金の額に、 1 0 0円未満の端数があるときは、 これを切り捨てる。

（交付申藷｝

第 6条．・補助金の交付を受けようとする団体（以下「申請団体」としづ。）は、 安



城市高齢者地域生活支援等実施団体活動支援事業補助金交付申請書（様式第 1)

に、次に掲lずる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

・( 1）活動計画書（様式第2)

・c 2）収支予算書（様式第3)

(3）団体の規約等

( 4）その他市長が必要と認める書類

（交付決定及び通知）

・．．

第7条 市長は、前条の規定による申請があったときは、審査の上、補助金の交付 ．

を決定したときは、規則第 5条第1項の補助金等交付決定通知書により申請団体

にその旨を通知するものとする。

2・ 市長は、前項の規定による・補助金の交付を決定するときは、次に掲げる条件を

付すものとする。

( 1 ）＇従事者の清潔の保持、健康状態管理のための対策を講ずること。

( 2）.従事者又は従事者であった者は、正当な理由なく、活動ーと知り得た利用者及

びその家族の秘密．を漏らすことがないよう、必要な措置を講ずること。．

( 3.）ー補助対象活動の実施により事故が発生した場合に、次の措置を講ずること。

また、その実施方法を定めること.0

ア 事故発生時は、家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講ずること。

イ 事故の状況、事故に際して講じた措置を記録するとと。

ウ 補助対象活動の実施により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を

速やかに行うこと。

(4）補助対象活動を廃止又は中止をする場合は、第8条第 1項の規定に基づき届

出をするとともに、当該活動の利用者の便宜を図ること。

( 5 ）市、安城市社会福祉協議会、地域包括支援センター等関係機関が市民への情

報提供を目的に作成する台帳に申請団体を登録することに同意すること。－

( 6）活動の際は、従事者を必要数（通いの場活動はぜ常時1名以上）配置するこ

と。

( 7 ）.・正当な理由なく利用申込みを拒否しないニと。

( 8 ）補助対象活動の円滑かっ適正な遂行を図るために市長が必要と認める場合は、

市長に書面により報告をし、及び市長が実施する調査に協力するこ と。

( 9）この要綱に基づき提出Lた書類を市長が公表することに同意すること。

( 1 0）補助対象活動と市の高齢福祉施策との連携に協力することb



( 1 1 ）その他市長が必要と認めるこ と。

（計画の変更）

第 8条補助金の交付の決定を受けた申請団体（以下 「補助団体」 左いう。）は、

当該活動の計画を変更する場合（廃止し、文は中止する場合を含む。 ）は、直ち

に安城市高齢者地域生活支援等実施団体活動支援事業補助金変更交付申請書（様

式第4）に次に掲げる書類を添えて・、市長に提出しなければならない。

( 1 ）活動計画書

{2）収支予算書

( 3 ）その他市長が必要と認める書類

2 市長は、前項の規定により変更申請があったときは、．変更内容を審査し、その

内容が適当であると認めるときは、第7条の規定による補助金の，交付の決定を変

更し、補助団体に対しで安城市高齢者地域生活支援等実施団体活動支援事業補助

金変更交付決定通知書．（様式第5。以下「変更通知書」という。）により通知す

る。

（実績報告）

第9条 補助団体は、補助対象活動の完了後30日以内又は補助金の交付の決定を

受けた年度の末日のいずれか早い期日までに安城市高齢者地域生活支援等実施団

体活動支援事業補助金実績報告書（様式第6）に次伝掲げる書類を添えて、市長

に提出しなければならない。

( 1 ）収支決算書（様式第7)

( 2）収入及び支出の内訳が分かる領収書等の書類

( 3）・通いの場活動にあっては活動の記録の分かる写真を印刷したもの

( 4 ）＿その他市長が必要と認める書類

（財産の処分の制限）

第 10条 補助団体は、この要綱に基づく 補助の対象である設備、備品等を市長の

承認を受けずに、補助金の交付の目的に反して使用じ、譲渡し、交換し、貸じ付

け、又は担保に供してはならない。ただし、・減価償却資産め耐用年数に関する省

令（昭和 40年大蔵省令第15号）に定める耐周年数に相当する期間を経過して

いるときは、との限りでない。

（是正のための措置）

第 11条 市長は、補助対象活動が第7条第2項の規定により付した条件に適合し

ないと認めたときは、補助団体に対して是正の措置を講ずることを命ずるものと



する。

（交付決定の取消し）

第 12条 市長は、補助団体が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができるものとする。

( 1 ）補助対象活動に関する申請、報告等について不正があったと き。：

( 2）補助金を当該補助対象活動以外の用途に使用Lたとき。

( 3 ）第7条第2項に規定寸る条件に違反した主き。

(4）第8条第1項又は第9条第 1項に規定する書類を提出しなかっ・たと き。・

( 5）第 10条に規定する財産処分の制限の条件に違反したとき。

( 6）前条に規定する是正の措置の命令に従わなかったとき又は法令に違反したと

き。

( 7）その他市長が取消しに相当する事由があると認めたとき。

2 市長は；前項の規定により交付の決定を取り消した場合においては、 速やかに

補助団体に対して安城市高齢者地域生活支援等実施団体活動支援事業補助金交付

決定取消通知書（様式第8。以下「取消通知書」という b ）により通知する。

3 第1項の規定は、第9条の実績報告により交付すべき補助金の額が確定した後

においても適用する。．

（補助金の返還）

．第13条 市長は、第8条第2項の規定により補助金の交付の決定を変更したとき

文は前条第1項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときにおいて、当

該変．更又は取消しに係る部分において既に補助金が支払われているときは、変更

通知書文は取消通知書により期限を定め、 ．その返還を補助団体に命ずるものとす

る。

（委任）

第 14条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に必要な事項は、市長が

別に定める。

附 則

この要綱は；．平成27年 7月 15日から施行する。

附則

この要綱は、平成29年 4月1日から施行する。 ．

．附 a 則

この要綱は、平成・31年4月1日から施行する。

., . 



別表第1 （第4条関係）

活動名 活動内容 利用対象者

日常生活支援活動 ｜利用対象者の居宅を訪問し、利用対 ｜市内に居住す

象者が自 立 した生活を送 ることがで ｜る要介護認定

きるよう次に掲げる活動（要介護認｜者、要支援認

定者の身体介護を除く。）のいずれ｜ 定者及び事業

かを行い利用対象者を支援するもの ｜対象者

( 1 ）ごみ出し、 掃除、洗濯k 買

物、調理、布団干し等の家事援 ．

助

( 2）外出、通院、買物等への付添

い等の外出支援

( 3 ）生活又は身上に関する相談助

言等の話し相手

(4）その他の生活支援

通いの場活動（ー ｜月 2回以上、運動、交流等の多様な｜市内に居住す

般介護予防事業型1活動を行う自 主的な通いの場を提供｜る 6.5歳以上

｜し、 1回の開催時間の基準は、 2時｜の高齢者 （活

間以上とし、 1回当たり 5人以上参｜動内容に応じ

加するもの ’・｜て、障害者、 ．

通いの場活動（介｜週 1回以上、運動、交流等の多様な’｜子育て中の

護予防 ・生活支援｜活動を行う自主的な通いの場を提供 ｜親、その子ど、

E サーピ－ス事業型） ｜し、 l回の開催時間の基準は 2時間 ｜も等、幅広い

以上とし、 1回当たり 5人以上参加 ｜市民を対象と

するもの（エ 回当たりの利用者のう ｜することがで

ち要支援認定者及び事業対象者が半 ｜きる。）

数程度占めるもの）

備考 この表において「事業対象者」とは、介護保険法施行規則第 1'40条の 6

2の4第 2号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準 （平成27年厚生労働

省告示第 19 7号）に掲げる様式第 1 （基本チェックリスト）の記入内容が同

基準様式第 2に掲げるいずれかの基準に該当した者をい う。
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上限月額1万円

対する支援を行う従事者への謝礼、

1 物品購入費（価格が 1品2万円以下

ィの物品に係るものに限る。）、機器

のリ ース料、その他運営に必要と認

められる経費

か低い額

初年度開設経費（補｜周知に要する費用その他の開設に必｜．基準額と補助対象

助金の交付初年度に ｜要と認められる費用（運営費に係る｜経費の実支出額の

限る。） ｜補助金の対象経費を除く。） ｜いずれか低い額

1 0万円

コ



別表第3 （第 5条関係）

通いの場活動 （一般介護予防事業型）

基準額 ｜ 補助対象経費 ｜ 補助金の額

施設整備費（補助金｜通いの場活動に使用する建物等の修 ｜基準額と補助対象

の交付初年度及び当 ｜繕料、 工事請負費（昭和 56年 6月｜経費の実支出額の

該年度の翌年度に限 I1日以降に新築の工事に着手したも ｜いずれか低い額

る。） ｜のに限る。）及び備品購入費（価格

3 0万円（前年度に｜が l品2万円を超える物品に係るも

施設整備費に係る補｜めに限る。） 。ただし、個人の資産

助金の交付を受けて ｜価値を向上させるものを除く 。

いる場合は、・3（）万

円から当該施設整備

費に係る補助金の額

を控除した額）

初年度開設経費（補 ｜周知に要する費用その他の開設に必 I：基準額と補助対象

助金の交付初年度に ｜要と認められる費用（施設整備費に｜経費の実支出額の

限る。） ｜係る補助金の対象経費を除く 。） ｜し、ずれか低い額

1 0万円

賃借料

月額 1万円

·• ( 1.）固定資産税 ・都市計画税相当｜ ( 1 ）基準額と「

分（家屋及び土地）文は家賃相

当分

(-2）会場使用料

対象建物の賃

借料総額×通

いの場活動開

催日数÷対象

建物の開設．日

数J.で得られ

た額のいずれ

か低い額 ‘

( 2）基準額と補

助対象経費の

実支出額のい

ずれか低い額



運営費 通いの場活動に必要な消耗品費、燃 「基準額に月間延

利用者（市内に居住 料費、印刷製本費、光熱水費、通信 べ利用者数を乗じ

する 6.5歳以上高齢 運搬費、保険料、利用者に対する支 て得た額 （上限月

者に限る。） .1人当 援を行う従事者〈の謝礼、物品購入 額を超える場合

たり iO 0円 （日額 費（価格が l品2万円以下の物品に は、上限月額） J 

係るものに限る。）、機器のリース の1年度間の合計

－上限月額 6, 0 0 0 料、その他運営に必要と認められる 額と補助対象経費

円 経費 の実支出額のいず
．， 

れか低い額

( 

、．



別表第4 （第 5条関係）

通いの場活動（介護予防 ・生活支援サービス事業型）

基準額 ｜ 補助対象経費

施設整備費（補助金｜通いの場活動に使用する建物等の修

の交付初年度及び当｜繕料、工事請負費〈昭和 56年 6月

該年度の翌年度に限 I1日以降に新築の工事に着手したも

るロ） ｜のに限る。）及び備品購入費（価格

3 0万円（前年度に｜が 1品2万円を超える物品に係るも

施設設備費に係る補｜のに限る。） 。ただし、個人の資産

助金の交付を受けて｜価値を向上させるものを除く。

いる場合は、 30万

円から当該施設整備

費に係る補助金の額

を控除した額）

補助金の額

基準額と補助対象

経費の実支出額の

いずれか低し1額

初年度開設経費（補｜周知に要する費用その他の開設に必 ｜基準額と補助対象

助金の交付初年度に｜要と認められる費用（施設整備費に ｜経費の実支出額の

限る。） ｜係る補助金の対象経費を除く。） ｜いずれか低い額

1 0万円

賃借料

月額3万円

( 1 ）固定資産税 ・都市計画税相当 ｜ ( 1 ) .基準額と 「

分（家屋及び土地）又は家賃相 ｜ 対象建物の賃

当分 － ｜ 借料総額×通

( 2.）会場使用料 いの場活動開

催日数÷対象

建物の開設回

数Jで得己れ

た額のいずれ

か低い額

(2）基準額と補

助対象経費の

実支出額のい

ずれか低い額



運営費 通いの場活動に必要な消耗品費、燃 「基準額に月間延

利用者（市内に居住 料費、印刷製本費、光熱水費、通信 ベ利用者数を乗じ

する 5・5歳以上高齢 運搬費、保険料、利用者に対する支 て得た額（上限月

者に限る。） 1入当 援を行う従事者への謝礼、物品購入・額を超える場合

たり 20.0円（日額 句費（価格が 1・品2万円以下の物品に は、上限月額）」

係るものに限る。）、機器のリース の1年度聞の合計

上限月額1万円 料、その他運営に必要と認められる 額と補助対象経費

経費 の実支出額のいず

れか低い額、



様式第1 （第6条関係）

年 月 日

安城 市 長

団体名

代表者の住所

代表者の役職・氏名 ⑮ 

安城市高齢者地域生活支援等実施団体活動支援事業補助金交付申請書

みだしのことについて、下記のとおり申請します。 記

，補助金交付申請額
' 

円

－口日常生活支援活動 ， 

（口初年度開設経費口運営費）

事業の種類
口通いの場活動（一般介護予防事業型）

（口施設整備費口初年度開設経費口賃借料口運営費） ・

口遣いの場活動（介護予防・生活支援サービス事業型）
（口施設整備費口初年度開設経費口賃借料口運営費）

実施手定期間 年 月 日（ 径三 月 日（

類似する補助金の 何 4!11: 
受領の有無 ル・

役職・氏名

住所
連絡責任者

． 電話・FAX

E-mail 

1 活動計阻害（様式第2)

添付書類
2 収支予算書（様式第3)
3 団体の規約等 ． 
4 その他市長が必要と認める書類



様式第2（第6条関係）

活 動 計画 重主
巨ヨ

l 団体の概要

団体名

団体の概要 (1）設立年月 日 年 月 日 '<2）活動者数 人

．ー

※団体の規約、その他 (3）組織の目的

団体についての資料を
添付してください。 (4）主な活動実績

2 活塾の目的
活動の名称

※通いの場の名称等
活動の目的

※事業の目的を具体的に
記入してください。

，活動の開始（予定日） 年 月 日

3活動の概要
①日常生活支援活動

活動拠点の住所・名称 安城市 四丁

ー守．
活動の内容

・ ．

活動の対象者
． 

活動地域の範囲

利用者負担の内容

実利用者見込数 人 うち要介護認定者 人
． 

活動の効果



宣通むの量；動

通いの場の区分 ． ロー一般介護予防事業型 口介護予防・生活支援サービス事業型． 

通いの場の住所 ・名称 安城市 町

建物区分 口 町内公民館等口個人所有 口借用物件 口その他

賃借料・使用料等 口有（ 円／回、月当たり 円） 口無

1か月における開｛雀日 1月．当たり． 回

．． 

1回の開催時間

活動の対象者 ・． －． 

対象者の地域限定の有無 口無 口有（・
． 

うち
延べ利用者見込数

要支襲援予認防定・者生活・事支射援すサ象ー者ど数ス
． 

（月平均）
人

※介護 人

ー事業型のみ記入・

上記見込数の積算内訳
． 

活動の内容
， 

従事者の体制

利用者負担の内容

利用者負担以外の収入

活動の効果



-:: ~..,"' J コV/J_,,, A' 巳ヨ..，、~v＂ョ、，／.J I （，，」 1,,..,01.,戸』凡」－ .R.. ’ F 円 'Tl.l..:;JI"'..

建物の．修繕・工事内容

備品の内容

上記以外の初年度

※生活関支段援経サ費ーのビ内ス容の場合
． 

むit当あれば記入 、

5 活動スケジューノレ

時期 活動内容

4月

5月

6月

7月

8月

活動実施スケジューノレ gjj 

※準備・PRを含め、 具体的に
害己入してくださし、。 ． 10月

11月

12月

1月

2月

3月

次年度以降の
事業展開の見通し



様式第3（第6条関係）

収 支 予算 三主

団体名

［収入｝
町 ー. _=.,. 1；可f＇・J1一 ．一． 

科目
・・．• ::-. ，町、.司，l"司幽．． ， ＝ ・・ ‘ 予算額 J ・・.)  内訳E‘司－” . • c 目. < .・1r ・． 司二ーt回 . ；・，・ 電E・Jrヘ‘，・V、／．τ，rー．．・．．． I . ’ ’‘ー自ョ．由－． • ・..! • E’’・• 白唱唱・ . c ．’ 寸 ・.... • a且 a司’ 4・曹司司

円

．円

同

． 円

－円

円

会城市補地建設定’M
ー『 ・ ・......・ B. ι：二..”：：， . ,. －~曾I.、． 昆

－ ”  ... ’F ・.' e ’． 
e，・，・＿・，句｛・’，，ー、』．ー：白＞’e・’2・J一.；~一w ・s・t 司－ー，ー． 

·•.· r －－二・：：’ a・同：j'一・fニJ;-". f司,';';• j ・・＂＞：，：；ー三月．,;.,・: ιL ・・,_." 曹ー’ 』• ’ ’ 

》－：f:>U回ー収入合計 ムミー：ぶ:1·:·'~.r:· ，，・ 円
－ ー・・，，，’』：・・ . －・’， 

;: ' • .' ‘♂・ ’ コ，：ー・ー~.，”e チ，・；... ・: .. : ，：ー • : 屯・~晶ピ4』 ー’－”．． ー． － . ー． ーー －・・’ ・ーー．・＇.・. －’噌’－：・・・ .. ・ー恥・J • a’』 ’ 骨 ・·• ’．伺－、．・，a官・『：・・，’，• 
.. ・日 ・一＼ ・E ' J・γ・ . . ・．‘ ，ーr一’一 r・一 ー

［支出］
体的蚕＇.. ~，ー•. •. " い，ーマ S 両

：科目了：＇－）／： ・;,>・ ,・・,' .・. 真 内 ,-.°・・> j ’ ．金額•.· ：.：・，f －：；－ 訳 －

補助対象経費

ー円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

・-:;.. . tJJ;>';. 横坊対象経費奇計v’込：，／）：.~··
. 予 唱 駒 ・・ i - .. ” ＇；』’ ..‘回’・，・a．・：・’・ーa’． ー：－・．闘え: .. 

円開 ・..’＇ ・. ' . 't叫」，.，.J ニ ・． ， ‘ ・・ ． ． ・ ． ．ーー• 4・

補助対象外経費

ー円

円

円

・＂.：：；？：－~・；挿助対象外経宴会計i ぐ・ 3七二 ＼ 目 ー・ ・’
． 包 ・．． ，．．－・a・．．． ，＆ー ・ー L・，’ー』， 争． . 司 .＞与ー.. ：‘．・，：＇匂、・ー．．．－ーa』． －ー.： ・ ， .. ！国

…ム 九支出合計 J ヴろ i；；三》~·－. {c. 円
司・ ー．－ ．・.・－－．・：司，・－. 『.. ’，’  ー. • 4・・ . ・ー

－~·ー －・r， 司『ー』l •·. ~· a司L E ’ 守． 7・． .. 争b ••••• ，：・且，；、， a h屯e・：1，＿ヘ・4・$ト：－•··’ .•· ・・ 晶一’・.・・.一. .:.- : ~・ a ・． ・．． ー－，． ・．． 
※この様式により難いときは、これに準じた別の様式を使用することができる。

（注） ・科目欄には次の区分による科目名を、内訳欄には購入する物品等の名称を記載してください。
「報償費j「需用費J「役務費」「委託料」「使用料及び賃借料」「工事誇負費J「備品購入費」
・ l件20,000円を超える支出については、 見積書又は算定の根拠となる資料を添付してください。 ．
・実績報告書の提出時には、支出した経費の領収書を添付してください。



様式第4（第8条関係）

年 月 日

安 城 市長

団体名

ー代表者の住所

代表者の役職・氏名 ⑮ 

安城市高齢者地域生活支援等実施団体活動支援事業補助金変更交付申請書

，補助金交付 ‘ 年 月 －日
決定年月 日 第 号 ．

，口日常生活支援活動 ・
（－口初年度開設経費口運営費 ）

事業の種類
口通いの場活動（一般介護予防事業型）

〈口施設整備費口初年度開設経費口賃借料口運営費）

口通いの場活動（介護予防・生活支援サーピス事業型）
（口施設整備費口初年度開設経費口賃借料口運営費） ・

区分 変更 廃止 中止

変更等の内容

．－ 

変更等の理由

役職・氏名

連絡責任者
住所

電話・FAX

．・
E-mail 

1変更後の活動計画書（様式第2)
添付書類 2変更後の収支予算書（様式第3)

3その他市長が必要と認める書類



様式第5（第8条関係）

年 月 日

団体名

代表者住所

代表者氏名

安城市長 回

安城市高齢者地域生活支援等実施団体活動支援事業補助金変更交付決定通知書

年 月 日付けの変更交付申請書に基づき、 年 月 日付けの交付決定を変更しますので通

知します。
下記に定める期限までに、交付済みの補助金と変更交付決定後の補助金の差額を返還してください。

記

口日常生活支援活動 ．． 
（口初年度開設経費 口運営費）

事業の種類
口通いの場活動（一般介護予防事業型）

（口施設整備費口初年度開設経費 ・口賃借料口運営費）

口通いの場活動（介護予防・生活支援サービス事業型）
．（口施設整備費口初年度開設経費 口賃借料口運営費）

補助金交付決定額
年 月 日 ， 円

番 号）

補助金交付済額 円

・．

変更後の 円
補助金支付決定額

楕助金の 円
返遷を要する額

ー返還期限 年 月 ． 日

－． 



様式第6（第9条関係）

安城 市長

団体名

代表者の住所

代表者の役職・氏名

炉ー... 月

安城市高齢者地域生活支援等実施団体活動支援事業補助金実績報告書

みだしのことについて、下記のとおり報告します。

補助金交付
．決定年月日

事業の種類

事業実施期間

補助金交付決定額

補助金所要額

補助金精算額

連絡責任者

※裏面にも記入してくださし、。

口日常生活支援活動

習い
－＝＝nMF 

年
，局H‘’ 

（口初年度開設経費口運営費）

口通いの場活動（一般介護予防事業型）

月 日
ヲEデコ

’（口施設整備費口初年度開設経費口賃借料口運営費）． 

口通いの場活動（介護予防・生活支援サービス事業型）
（巴施設整備費口初年度開設経費口賃借料口運営費）

． ・ 年 月ー 日～ p「－ー 月 日

円

円

，． 

・円 ． 

役職・氏名

．住所

電話・FAX

E-mail 

日

＠ 



活動茎革担杢

活動の名称、

活動の開始日 ． 年 月 日

1 日常生活支援活動

実利用者数 白人 うち要介護認定者 人

． 

活動の従事者数（実人数） 人
、

、

。活動での支援内容

※個々の対象者にどのような ． 

支援をしたのか具体的に
記入してくだ・さい6

2通いの場活動

4月 －人（うち要支援者数・事業対象者ー 人） 回開催 ・

5月 人 （うち要支援者数・事業対象者， 人） 回開催

． 

6月 人（うち萎支援者数・事業対象者ー 人） 回開催

7月 人（うち要支援者数・事業対象者” 人） ・ 回開催

8月 ．人（うち要支援者数・事業対象者ー 人） 回開催

月ごとの延べ利用者数・開 ． 

催回数 ． 9月 人（うち要支援者数・事業対象者ー 人） ． 回開催

※要支援認定者・事業対象
者数は介護予防・生活支援

10月 人（うち要支援者数・事業対象者ー 人） 回開催

サービス事業型のみ記載し
11月

, 
人 （うち要支援者数・事業対象者ー λ） 回開催てください。

12月 、
人（うち要支援者数・事業対象者ー 人） 回開催

.. 1月 人（うち要支援者数・事業対象者ー 人） 回開催

2月 人（うち要支蜜者数・事業対象者． 人） 回開催

3月 人（うち要支援者数・事業対象者ー 人） 回開催 ， 

計 人（うち要支援者数・事業対象者ー 人） 回開催

活動の従事者数（実人数） 人

活動の実施内容
． ， 

－． 

． 



守’ F 『 『 ・ F 守

建物の修繕・工事内容

備品の内容

よ記以外の初年度
， 

開設経費の内容

4 活動の効果、課題、来年度の目標等

5活動の詳細

4月

5月

6月

7月

・1月

9月

10月

11月

12月

. '1月

2月

3月

※日常生活支援活動の場金、個々の対象者にどのような支援をしたのかを具体的に記入してください。
※通いの場活動の場合、各開催日にどのような活動を実施したのかを具体的に記入してください。
※活動の確認できる写真を適宜添付してください。（通いの場活動の場合のみ）

¥ 



様式第7（第9条関係）

収 支 決 算 重主
巨ヨ ー

団体名

［収入］

二 J 科目：1 • .. '' 金額 内訳‘．－一•i a 叩，.丸、可.王－.'ii ‘ ー． 、，，． ・

円

円

円

円

円

円

安城市補助盛：1.,.¥-・ . ．，・ー ー』・・． 畠．一．・”ー
J円， ．・・ －”＇， ．・ ・"・.' 」』． ー－ 4』－ . ‘ ーー・・ ー‘・ー．． ， ．・．．． 

ー． ー収入合計 ,・ ・:; ,-: －円ー． －ー晶ー，，・．，－ ー・e’，． ・’ ・, ー，・． ー. : ー戸，.cc-;,・.:.. ・ .. ，・h’1 4・-, ニ． •. ,: ’ 

［支出｝
;',' =). ・－： 科；自，l,'<. ''. .. ・.＿，・7・ーー自体的内容 ー 額 1 ・・・司 、 内 ’ ． 金 F 二・. . . ：，・ 訳乞

J・’・，・』・，，. " ,. ' ，’ ． 『ー・ーー Fι..，・’＿：ー ・F・『；司岨．， . ・ー ー・ . • .. ・‘，． . ’ ・・ ・．’’ ・ ． ” ． ・司・ ’ 

補助対象経費 ， 

円

・－ 円

円

円

円

ー円

円

．円

円

円

； ：ー ．補助対象経費合計 ：~~ 
J • .ー..『・.-ー．，－－－・.-. ,・ ’， a’，・－ 

・ ，• ¥,''. ー. ' . 

補助対象外経費

－円

円

円

l/i/i：・＇（＇；. .t-・ ；.－.・補助対象外経費合計 ・，；目 ー，’・" 
ー，，，B司、

' '.・ : . .,, '. :• • . ー，M’，”＇ .・’．ー ・ ・．．’ e ・..圃． ー．．－．．': ・ .• 
支出会計；：・z.;.. :: γF駒陶 官 円 －『M 噌－’ • .・a 一－ . • ：・司’ ・－’ーh ・・ーー. 

品．‘4噂』J ，，「・J ',, p，・， ・.' . ，・，，" .. • ,• • t’・・.. • ，. ’r ．－ ..』－”＇＝＂・ .' ．、I ' ,L e ・． ..・・ ーーー．． • ,, .. ’ － 司e ー・ ．，・， -• .c •• aト司r ． ’ ‘’4 ・
来三の様式により難いときは、これに準じた別の様式を使用することができる。

（注）・・科目欄には次の区分による科目名を、内訳欄には購入する物品等の名称を記載してください。
「報償費j「需用費Jr役務費J「委託料j「使用料足び賃借料」「工事請負費」「備品購入費J
・支出した経費の領収書を添付してください。（運営費を除く）



様式第8（第12条関係）

年 月 日

団体名

代表者住所

代表者氏名

安城市長 ＠ 

安城市高齢者地域生活支援等実施団体活動支援事業補助金交付決定取消通知書

年 月 日付けの交付決定を全部・一部取消しますので通知します。
下記に定める期限までに、交付済みの補助金を返還してくださいー

記

口日常生活支援活動ー． ． 
（。口初年度開設経費 a 口運営費）．

事業の種類
口通いの場活動（一般介護予防事業型）

（口施設整備費口初年度開設経費 ー口賃借料 口運営費 ）

口通いの場活動（介護予防・生活支援サービス事業型）
（口施設整備費口初年度開設経費口賃借料 口運営費 ）

取消の区分
口全部取消
口一部取消 ． ． 

'. 

補助金交付決定額
年 月 日 円
第 号）

補助金交付済額 円

取消後の補助金所要額 円

補助金の返還を要する額 円

返還期限 年－ 月 日




